
ほっかいどうの社会保障
２００９年１月３０日 北海道社会保障推進協議会

「第４回北海道後期高齢者医療広域連合運営協議会」傍聴報告

「嵐の前の静けさのような気がする」「高齢者に保険料を負担させ
るべきではない」の発言が

１月２９日に道広域連合運営協議会が開かれました。今回の協議会は、２月２０日の広域連合議会に先立っ

て開催されたものです。

運営協議会には甲斐事務局長が公募委員として参加しています。会議の内容についてお知らせします。

【広域連合事務局からの報告の概要】
被保険者数（１２月末現在）

６２６，０３７人（前月比５７２人増） 内、６５～７４才は、３６，９０６人

保険料収納率（０８年９月末）

＊金額による収納率で、人数については把握していない区 分 収納率

普通徴収分 ９０．６９％

特別徴収分 １００．００％

計 ９６．９６％

保険料軽減の状況（０８年８月末）

均等割額８５％軽減 ２５０，９３１人（３９．７％）

〃 ５０％軽減 １４，０７０人（ ２．２％）

〃 ２０％軽減 ３９，２３０人（ ６．２％）

所得割額５０％軽減 ５２，９２２人（ ８．３％）

被扶養者激変緩和 ６５，６７５人（１０．３％）

計 ４１３，８０７人（６５．３％）

《 》内は前回数値審査請求の状況（道国保課調査 ０９年１月１９日）

( )審査請求収受件数 ８３６件《８３１》1
( )取り下げした件数 ２件《 ２》2
( )処分庁に弁明を求めた件数 ７３７件《５３６》3
( )裁決された審査請求 ６２３件《 ２２ （却下１３０件、棄却４９３件）4 》

０９年１月以降の制度の見直し

( )納付方法の選択制の導入（０９年４月～）1
( )自己負担割合の判定基準の見直し（２１年１月～）2
( )自己負担限度額の調整（０９年１月～）3
( )保険料の軽減（０９年４月から一部変更）4

北海道 全国

均等割額９０％軽減 １７４，０００人 ２７５万人

〃 ７０％軽減 １０８，０００人 １９５万人

〃 ５０％軽減 １５，０００人 ３０万人

〃 ２０％軽減 ３８，０００人 ７０万人

所得割額５０％軽減 ５２，０００人 ９０万人

被扶養者均等割９割軽減 ６７，０００人 ２００万人

資格証明書に関するスケジュール

実施要項・基準について市町村からの意見を募集し、４月１日の要綱改正、基準策定に向けて整理中

＊なお、国が資格証明書の運用について検討している模様



平成２１年度 当初予算案の概要

被保険者数の推計 Ｈ２０当初：６３４，２３２人 → 見込み：６２５，７９３人

Ｈ２１推計：６４５，２２０人

医療給付費の推計 Ｈ２０当初：５，６６５億円 → 見込み：５，６０３人

Ｈ２１推計：６，３７９億円

過去３年間の一人あたり給付費の伸び＝＋１．６％

被保険者の伸び＝＋３．１％

月数の増（ Ｈ２０：１１ヵ月）＝＋９．１％

健康診査の実施

＊健康診査の対象外としていた生活習慣病罹患者については、国の通知を受け、２１年度から健康診査の

対象者に含める

健康増進事業

＊広域連合単独事業としてインフルエンザ予防接種・がん検診などの費用の一部を助成する

各年度３回の予定を２回にする医療費の通知

文字大きく、紙質厚く、見やすい色に保険者証の見直し

【審議内容】
瀬川事務局長挨拶

制度の見直しのため制度の定着が図られていない。具体的な内容は不明だが、国はさらなる見直しをするよ

うだ。Ｈ２２年度以降の保険料算定のため、夏以降に準備にはいる。

議題（１）事業実施状況について

Ｉ委員：審査請求で訴訟に移行するものは？→「ない」

、 「 」甲斐委員：医療団体が滞納者の調査結果を発表しているが 北海道は人数で把握しているか → していない

資格証発行の国の検討内容は？ →まだ判らないが、２月１２日の全国代表者会議で出てくるようだ。現

在判っているのは、広域連合が資格証明書を発行する時に、厚労省に事前に報告することになった。

議題（２ （３）補正予算、Ｈ２１予算編成について）

「医療費の通知は必要ない」に議論が集中

、 、 「 」Ｋ委員：医療費の通知 回数減らしたが 何故やるのか？国の指導か→ 健康に対する認識向上と制度の周知

Ｔ委員：目的から見ても必要ない。無駄を削減して他に回すべき。出してない県もあるのではないか。

→「０回：３県、１回：６，２回：４，３回：１８，４回：１１，６回：２，毎月：１ 「いきなり廃」

止は出来ない 「費用は、２回で委託費９００万、郵送料約２５００万」」

Ｍ委員：今はいろんな情報がパソコンでみれる。そういうことにシフトしてはどうか

甲斐委員：通知の目的が医療費の削減にあるので止めるべき。

Ｆ委員：医療機関では、内容の判る領収書を発行しているので必要性ない。

Ｙ委員：後期高齢者に医療費抑制につながる通知がふさわしいのか。

Ｉ委員：友人は１年分の領収書を保管している。通知は必要ない。

ｍ委員：北海道の医療費が高いと言うが、病気になりやすい階層だ。広報で啓蒙すればいい。

ｉ委員：通知は、医師・患者・医療機関との信頼をそこなうものだ。運営協議会の位置づけや権限はどこまで

あるのか。このような声がどれだけ議会に反映されるのか。ガス抜きではないのか。→「議決機関では

ないが意見を尊重している 「国は医療費適正化の旗を降ろしていない」」

Ｆ委員：医師を信頼しているので必要ないと思うが、まったく無くするのはいかがなものか。

Ｔ委員：広報活動の効果について検証をしているのか

議題－その他

Ｍ委員：昨年の４月１５日の年金支給日の大通りは大騒ぎになっていた。最近は余り声が聞こえてこない。嵐

の前の静けさのような気がする。

Ｔ委員：８０万円以下を９割軽減にすると言うが、保険料を高齢者に負担させるべきではない。せいぜい一部

負担金までだ。審査請求もすべて棄却・却下になっているが、第３者的な組織になっているのか。


